
5月22日（金）、国土交通省において「第６回国内航空のあり方に関す
る有識者会議」が開催され、とりまとめ報告書案が示されました。これま
での議論経過を踏まえ、路線の特性に応じた航空会社間の一定の協調
（独占禁止法の適用除外）、大手航空会社による特定既存航空会社への
出資等に関する規制の廃止、地域航空を担う機材の運航品質の改善、透明
性の確保に向けた運賃モニタリングの実施などが盛り込まれました。
小林会長は「国内線事業の維持は国家的課題であり、国内線事業で働く

多くの従業員の雇用確保の観点からも極めて重要」と述べた上で、「産業
の持続性を維持し、さらなる発展につなげていくためにも、継続的な人へ
の投資・賃上げは必要不可欠であり、各事業者には主体性を発揮いただき、
諸施策の実行に取り組んでいただきたい」と強調しました。
航空連合は、各施策の実効性の確保・向上には国のフォローアップが

重要という認識のもと、働くものの視点に立った職場状況の点検に基づき、
引き続き国をはじめ関係各所に対する意見具申に取り組んでいきます。
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坂元慎平

有識者会議の様子発言する小林会長

～実効性の確保・向上のため国は継続的なフォローを！～

国内航空ネットワーク維持策がとりまとめられる！
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